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はじめに

2020年、当社はプロセス製造業を対象にしたIndustrial Autonomy（産業における自律
化）の現状と今後に関するグローバル調査を実施しました。この調査結果から、Industrial 
Autonomyの導入を計画している企業は89%に上り、Industrial Autonomyへの大きなシフト
が明らかになりました。

エンドユーザーがどのようにIndustrial Autonomyを導入しているかをより深く理解するた
め、2021年、先の調査で得られた貴重な知見をもとにした追加調査を行いました。

本レポートでは、2021年の調査で得られた主な結果と今後の見通しを報告します。
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調査概要
「産業における自律化の導入に関するグローバルエンドユーザー調査（Global End-user 

Survey on the Implementation of Industrial Autonomy）」は、当社が テクノロジーリ
サーチ会社Oｍdiaに委託して2021年9月に実施したものです。7地域の7業種にわたる390
社、534名から回答を得ました。今回の調査では、Industrial Autonomyに関して以下の項目
に関する20の質問を行いました。

• Industrial Autonomyの影響

• 導入のレベル

• テクノロジーの適用レベル

• 意思決定者

• 雇用への影響

• 次なる課題

製造業／	
エンドユーザー

システムイン
テグレーター

OEM 18%

62%20%

11%

57%32%

ITマネジメント

経営

オペレーション／	
プロジェクト／	
プラントマネジメント

31%

21%

48%

n=534

会社規模
（従業員数）

業種分類

所属部門

100,000人以上

10,000人から
99,999人

1,000人から
9,999人
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地域

業種

米国

25%
ドイツ

13%
サウジアラビア

11%

中国

12%
日本

11%
東南アジア

13%

インド

15%

ライフサイエンス	
（製薬およびバイオ医薬品、
ただし医療機器製造を除く）

20%

化学および石油化学

15%
石油‧ガス
（アップストリーム）

15%

再生可能エネルギー

14%

石油‧ガス
（ミッドストリーム）

13%

発電

12%

石油精製	

11%
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環境の持続可能性	
（エネルギー最適化、水資源の管理、排出ガス削減）

ロボットによる監視と点検

AIによるプロセスの最適化

サプライチェーンの最適化

リモートオペレーションの能力

適応高度制御

保守（作業スケジュール策定と設備の健全性）

プロセスの異常検知
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Industrial Autonomyが「環境の持続可能性」
にもたらすプラスの影響
業界における環境保護や持続可能な製造プロセス‧業務に対して、国際的な機運が高まる中、
本調査では、45%の回答者が、Industrial Autonomyがプラントにおける環境の持続可能性
の改善に大きく影響すると予測しています。一方で、Industrial Autonomyが環境の持続可能
性に全く影響を与えないとの予測はわずか6%でした。

また、サステナビリティに関する具体的な設問では、エネルギー管理、作業員の安全性、温室
効果ガス削減、廃棄物削減といった分野において大きな影響が期待されていることがわかり
ました。

この調査結果は、環境に対する負荷の削減およびサステナビリティ目標達成の手段とし
て、Industrial Autonomyが有効であるという認識が高まっていることを示しています。

今後3年間において、Industrial Autonomyは貴社プラントの以下の導入、活用
にどのような影響を及ぼすと考えますか？

45% 36% 14% 6%

43% 38% 15% 4%

42% 40% 15% 3%

4%41% 42% 13%

6%41% 39% 14%

5%39% 40% 16%

5%39% 42% 14%

4%39% 44% 13%

多大な影響がある やや影響がある ほとんど影響はない 全く影響はない

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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Industrial Autonomyは次のサステナビリティの分野にどの程度のプラスの影
響をもたらすと思いますか？

エネルギー管理 作業員の安全性

温室効果ガス削減 廃棄物削減

5% 4%

6% 8%

50% 50%

47% 45%

34% 34%

35% 38%

11% 11%

12% 10%

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。

多大な影響がある やや影響がある あまり影響はない 全く影響はない

はじめに

調査概要

環境の持続可能性

導入の加速

DXの投資対効果

テクノロジーの 
適用レベル

リモートオペレーション

Cレベルによる意思決定

職務遂行力を増強

課題と期待

まとめ



保守（作業スケジュール策定と設備の健全性）

サプライチェーンの最適化

環境の持続可能性	
（エネルギー最適化、水資源の管理、排出ガス削減）

適応高度制御

リモートオペレーションの能力

プロセスの異常検知

AIによるプロセスの最適化

ロボットによる監視と点検
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Industrial Autonomyの導入は加速傾向
Industrial Autonomyの環境の持続可能性への効果の期待により、エネルギー効率の最
適化、水資源の管理、温室効果ガスの排出削減を主な目的として、37%が既に複数の設備
で、31%が単一の設備でIndustrial Autonomyを導入していると回答しています。

導入済み 
（複数拠点）

導入済み 
（単一拠点）

現在試験導入中 3年以内に開始予定 計画なし

23%

31%

31%

32%

37%

37%

37%

27%

30%

31%

33%

33%

31%

33%

32%

31%

26%

24%

19%

20%

18%

20%

19%

25%

16%

9%

12%

11%

10%

7%

9%

15%

5%

5%

5%

5%

4%

3%

3%

3%

Industrial Autonomyに関連して、貴社プラントへの以下の導入、活用について
現在どの段階にあると言えますか？

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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半数以上がIndustrial Autonomyの導入を開始
2020年の調査では、プロセス製造業に属する企業のうち、30%が既に自律操業に向けた実
装をしており、30%が今後3年以内に開始する予定であるという回答を得ました。今回の調査
では、さらに加速傾向が見られます。51%が現在複数の施設や事業部門においてIndustrial 
Autonomyを拡大しており、19%がIndustrial Autonomyの導入を1つ以上の施設や事業部門
で達成しています。

この傾向は、Industrial Autonomyを導入していない企業においても見ることができま
す。2020年の調査では、7％が「自律的または半自律的な操業を導入する計画はない」と回答
していましたが、2021年の調査では、調査対象のすべての企業が「何らかの種類のIndustrial 
Autonomyを積極的に検討している」と回答しています。

Industrial Autonomy導入に取り組む企業は明らかに増え、広範にとは言えないまでも、導
入や実装が確実に進められています。

現在貴社はIndustrial Autonomyについてどの状態にありますか？

51%

8%
1%

複数の施設／ 
事業部門にわたって
導入を拡張中

19%

少なくとも1つの施設／事
業部門に導入済み

14%

少なくとも1つの施設／事
業部門において現在試験
導入中

7%

少なくとも1件の使用事例を
特定済みで、現在試験導入
を開発中

技術と使用事例の
調査中

わからない

0%
Industrial Autonomyを
検討していない
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生産／製造

HSE（安全衛生と環境）

営業

サプライチェーン

エンジニアリング

研究開発

マーケティング

バックオフィス（人事、財務、法務など）
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DXによる投資対効果、「生産性向上」に加え安全
衛生と環境も有望な領域へ
今後3年間のデジタルトランスフォーメーション（DX）への投資の効果が最も大きい領域として
挙げられたのは、「生産性向上」でした。回答者の31%が1位、20%が2位と回答しています。

注目すべきは、今後3年間のデジタルトランスフォーメーション投資の効果が特に大きいもう
1つの領域として、安全衛生と環境（HSE）を挙げる回答も多くみられたことです。回答者の
13%が1位、13%が2位と回答しました。

DXへの投資において、効果が最も大きいと認識されているのは生産性の向上ですが、安全衛
生と環境の分野でも今後ますます重要になると考えられています。

貴社においてデジタルトランスフォーメーション（DX）投資が今後3年間で最も大
きな効果を生むのは次のどの分野ですか？

1位 2位 3位

31%

13%

10%

12% 13% 10%

9%

11%

16%

8%

10%

10%

6% 11% 10%

11%8%7%

13%

11%

12%

16%

20% 21%

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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テクノロジーは大規模なIndustrial Autonomy
にも適用可能なレベルへ 

Industrial Autonomyを導入するには、必要とされるテクノロジーが適用できるか否かが重要
な要素となります。導入するにあたり、一番適用レベルが高いのは「クラウド」だと考えられて
います。クラウドについては、36%が「大規模導入に適用できる」、34%が「 特定の使用事例
に適用できる 」と回答しています。

分散型台帳技術（DLT）‧ブロックチェーン、エッジデバイス、AI（人工知能）、ロボットやデジ
タルツインを含む他の技術に関しては、「特定の使用事例に適用できる」という回答が最も多
い結果でした。

クラウドをはじめ、多くのテクノロジーはIndustrial Autonomyに適用できる段階になって
います。

Industrial Autonomyを支える次の技術の適用レベルについて、どのように捉え
ていますか？

大規模導入に適
用できる

特定の使用事例に
適用できる

適用可能だが追加
の開発が必要である

適用できる段
階にない

この技術は当社に
当てはまらない

36%

35%

27%

21%

21%

21%

19%

18%

18%

18%

34%

24%

29%

31%

28%

32%

30%

32%

29%

19%

19%

20%

22%

25%

27%

25%

22%

25%

26%

19%

7%

11%

12%

12%

13%

12%

17%

16%

15%

18%

4%

10%

10%

10%

11%

11%

11%

9%

12%

26%

クラウド

サイバーセキュリティ

スマートセンサー

分散型台帳技術／ブロックチェーン

エッジデバイス

AI（機械学習とディープラーニング、強化学習）

AR／VR／MR

ロボットとドローン

デジタルツイン

5Gとワイヤレス

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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リモートオペレーションの必要性がIndustrial 
Autonomyを推進、COVID-19も要因の１つか？
製造工程におけるリモートオペレーションの能力向上は、Industrial Autonomy推進の重要な
要素です。2020年の調査では、COVID-19の影響によって、より多くの企業がリモートオペレー
ションへの投資を予定していることがわかりました。現在も続いているCOVID-19の感染拡大
により、リモートワークや自律操業への移行はさらに進展するでしょう。

Industrial Autonomyに向けたリモートオペレーションは、33%が単一の施設で、31%が複数
の施設で導入したと回答しています。また、回答者の41%が、Industrial Autonomyはリモート
オペレーション能力に大きく影響を与えると予測しています。

ポストCOVID-19の製造環境におけるリモートオペレーションの必要性の高まりは、 
Industrial Autonomyをより推進するでしょう。

今後3年間において、産業における自律化は貴社プラントのリモートオペレーショ
ンにどのような影響を及ぼすと考えますか？

産業における自律化を支えるためのリモートオペレーションの導入について、貴社
は現在どの段階にありますか？

リモートオペレーションの能力

31%

33%

19%

12%
5%

全業種

導入済み（複数拠点）

導入済み（単一拠点）

現在試験導入中

3年以内に開始予定

計画なし

多大な影響がある

やや影響がある

ほとんど影響はない

全く影響はない

41%

39%

14%

6%

全業種

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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Industrial Autonomy移行の意思決定に関する
経営幹部の重要性
本調査によると、プラントにおける自律化を導入する上で重要な役割を果たすのは最高経営
責任者（CEO）です。意思決定に最も影響力を持つのはCEO（38%）、次が最高技術責任者
（CTO）（34%）、最高情報責任者（CIO）（31%）という回答から、Industrial Autonomy推進
に関する重要な意思決定は経営幹部が行うとみられていることがうかがえます。

また、回答者の43%が「プラントにおける自律化の決定に最高デジタル責任者（CDO）が大き
な影響力を有する」と考えているように、意思決定にはシニアレベルの技術専門家によるサポ
ートも重要です。

Industrial Autonomyの導入は、業務工程を根本的に変える多額の資本投資となるため、
シニアレベルの技術専門家の意見も参考にしながら、最終的な意思決定は経営幹部により
行われます。

プラントレベルの自律化おいて、貴社の次の役職の方は意思決定についてどの程
度の影響力を持っていますか？

38%

34%

31%

27%

26%

20%

19%

18%

13%

34%

38%

40%

43%

34%

38%

31%

32%

27%

15%

16%

14%

18%

18%

20%

24%

22%

27%

6%

6%

7%

5%

7%

8%

9%

11%

12%

6%

5%

6%

6%

8%

10%

8%

10%

14%

1%

2%

2%

2%

7%

5%

7%

7%

7%

最上位の／最終的な意思決定者 大きな影響力 ある程度または若干の影響力

限定的な影響力 影響力がない 分からない、該当なし

最高経営責任者

最高技術責任者

最高情報責任者

最高デジタル責任者

プラントマネジャー／オペレーションマネジャー

VP（マニュファクチャリング）／VP（エンジニアリング）

プラント‧エンジニアリング‧マネジャー／プラント保守マネジャー

OTシステムマネジャー

サプライチェーンマネジャー

切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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Industrial Autonomyは従業員の職務遂行力を
増強
一般的には、自律的なシステムや操業が実現されるIndustrial Autonomyの導入は雇用削減
につながる、と認識されているようですが、本調査ではそれとは反対の結果が明らかになりま
した。回答者によると、Industrial Autonomyは、従業員の職務遂行力を増強させるため、結
果として従業員のスキルアップにつながるということです。

製造工場における8つの主要な職務に関して、Industrial Autonomyの実現により、平均40%
で何らかのリスキリング（再教育）が、平均28%で広範なリスキリングが必要になると回答され
ています。26%の回答者は「Industrial Autonomyの影響をほとんど、または全く受けない」
と考えています。「減るか、無くなる」という回答は、わずか6%でした。

また、回答者の58%は、Industrial Autonomyを、人間の作業を補強し、常に変化する状況に
応じた意思決定をサポートするためのシステムと見ています。

本調査から、Industrial  Autonomyが労働力の削減につながるという懸念は杞憂に過ぎ
ず、リスキリングの必要性が重要視されていることが明らかになりました。

Industrial Autonomyは貴社の次の職務にどのように影響しますか？

最小限の影響：職務におおむね変更はない 既存の職務が拡大する：一定のリスキリングが必要

既存の職務が大きく変わる：大規模なリスキリングが必要 職務が減る、またはなくなる
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現場保守作業員

QA技術者

保守／信頼性エンジニア
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切上げ‧切捨てによりグラフの数字の合計が100%にならないことがあります。
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広範な自動化システムで、人間の作業を補強し、意思決
定を支え、変化する状況に適用することもできるもの

人間の介入を必要としないか、限られた介入
だけを必要とする自律的なシステム

当社のデジタルトランスフォーメーションの取り組みに
おいて自然な発展の形

現時点では具体的な活用はない

Industrial Autonomy／自律操業の貴社事業への活用について、ご自身の理解
は次のどの記述にあてはまりますか？

58%29%

12%

1%はじめに
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Industrial Autonomyを推進するための課題と
パートナーへの期待
Industrial AutonomyとDXの導入における上位3つの重要課題について尋ねた質問では、回
答者の47%が「DX／IAに向けた会社のロードマップの策定」、44%が「イニシャルビジネスケ
ースの策定／投資対効果の理由付け／効果測定」、42%が「適切なパートナー／サプライヤー
の特定」をあげました。

パートナーを決める際、最も重要な基準となるのは、「技術に対する明確なビジョンと戦略」
です。回答者の約3分の2が、期待される「適正／能力」の4位以内にこれを含めています。ま
た、技術統合の能力と、ITとOTの両部門へのサポートが可能であることも重要な基準となって
います。

本調査では、「導入コスト」は5位にとどまり、Industrial Autonomyを導入するための知
識、説得力のあるビジネスケースの策定、およびこれらの課題を解決できるパートナーを持つ
ことがより重要な課題だと認識されていることが明らかになりました。

Industrial Autonomyの貴社への導入にあたって最も大きな課題を3つ順位付
けしてください

16%

13%

14%

12%

13%

18%

8%

6%

16%

15%

13%

14%

13%

10%

12%

6%

15%

16%

15%

13%

12%

10%

12%

6%

DX／IAに向けた会社のロードマップの策定
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どの技術を追求するかについての決定
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必要な社内スキルの獲得

文化的な抵抗感への対応
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Industrial Autonomyに向けてパートナーに期待する適性／能力で最も重要な
ものは何ですか？
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まとめ

本調査からは様々な市場及び様々な業種における主要なプロセス製造業の企業がどのように
Industrial Autonomyを導入しようとしているか、価値あるインサイトが見て取れます。

また調査からは製造業の企業がなぜIndustrial Autonomyを導入するのか、現状の導入に当
たっての進捗度合い、導入における課題、そして導入に向けたパートナー選定の基準なども明
らかになっています。

本調査で明らかになった主な項目：

• Industrial Autonomyの導入は加速しつつあり、環境の持続可能性の領域に対し、多大か
つ重要な影響を及ぼすと考えられています。

• DXへの投資対効果が最も大きいと認識されているのは生産性の向上ですが、安全衛生と
環境の分野でも今後ますます重要になると考えられています。

• 既にテクノロジーはIndustrial Autonomyの大規模導入に適用できる段階にありますが、
その中でも最も進んでいる技術はクラウドであると考えられています。

• ポストCOVID-19製造環境におけるリモートオペレーションの必要性の高まりは、 
Industrial Autonomyをより推進するでしょう。

• Industrial Autonomyの導入における最終的な意思決定は経営幹部によって行われていま
す。

• Industrial Autonomyは多少のリスキリングが必要ながらも既存の職務の延長線上にある
と考えられており、雇用が削減されると考えている企業はわずかに留まっています。

• 導入に向けたロードマップを策定し、強力なビジネスケースを作り上げるには、強いビジョ
ンを持つパートナーが不可欠です。
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